
平成29年１月25日(水)   

津田沼まちづくり会議様と市長とのタウンミーティング 

習志野市 

（写真：昭和38年竣工の習志野市役所旧庁舎） 

習志野市の 
施設再生計画と 
既存の施設の 
活用について 



本日の内容 習志野市 

1 

日本全体の状況 
１．社会の発展とともに歩んだ公共施設 
２．公共施設・インフラの老朽化 
３．老朽化が原因で発生した事故 
４．公共施設の更新サイクル 
５．日本の人口推移（100年） 
６．日本の人口推移（1300年） 
７．日本の従属人口指数の推移 
８．国の一般会計における歳出・歳入の状況 
９．増分主義と減分主義 

習志野市の取組 
10．公共施設の老朽化に対する習志野市の取組経過 
11．習志野市の公共施設の現状 
12．習志野市の公共施設の更新試算（その１） 
13．習志野市の公共施設の更新試算（その２） 
14．習志野市の人口推計 
15．行政改革の取組（職員数の推移、債務残高の推移） 
16．習志野市の扶助費（社会保障費）の推移 
 
◆習志野市公共施設再生計画（平成26年３月） 
17．基本方針（平成24年５月） 
18．目的               
19．計画期間 
20．対策「３本柱」        
21．内容（全市利用施設） 
22．内容（地域利用施設）  
23．内容（個別の施設の例） 
24. 公共施設再生のイメージ 



習志野市 １．社会の発展とともに歩んだ公共施設 
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1964（昭和39） 1962（昭和37） 1972（昭和47） 

1963（昭和38） 
習志野市庁舎 

1966（昭和41） 
市民会館 

1974（昭和49） 
習志野高校 

時がたてば老朽化が進む。建替えが必要。 



習志野市 ２．公共施設・インフラの老朽化 
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橋の建設実績 

すべての公共施設・インフラが老朽化しています 

学校施設の建設実績 

日本のインフラは1970年代前後に集中して建設され、 
老朽化が進んでいる。いずれは建て替え（更新）が必要で
そのピークは2020年代以降。 



習志野市 ３．老朽化が原因で発生した事故 

4 

2011.3.11 

東京九段会館 
天井崩落 

2012.12.2 

中央自動車道
笹子トンネル
天井板崩落 

2013.2.10 

浜松市の 

第一弁天橋 

ワイヤー破断
事故発生 

2013.8.8 

東京都北区の区道陥没 

2013.10.15 

東京都港区の 

区道崩落 



習志野市 ４．公共施設の更新サイクル 
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モデルケースを想定

・高度成長～バブル期に投資
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・５０年経過後に単純更新

公共投資抑制による
現状のイメージ

５０年前 現在

５０年後



習志野市 ５．日本の人口推移（100年） 
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習志野市 ６．日本の人口推移（1300年） 
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習志野市 ７．日本の従属人口指数の推移 
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従属人口：年少人口（0~14歳人口）と老年人口（65歳以上人口）を合計した人口 
従属人口指数：       従属人口   
           生産年齢人口（15~64歳人口） 
          働き手である生産年齢人口100人が年少者と高齢者を何人支えているかを示す。 



習志野市 ８．国の一般会計における歳出・歳入の状況 

9 



習志野市 ９．増分主義と減分主義 
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満足化原則 最適化原則 

既得権益の見直しには踏み込まず 既得権益の見直しにも踏み込む 

増分主義 減分主義 

・増分の配分を議論 

・過去の配分は無関係 

・ストックは無認識 

・行動原理は増分 

・増分への意思決定 

新規増加分の 
配分が 

議論の対象 

何を 
削減するかが 
議論の対象 
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習志野市 
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10．公共施設の老朽化に対する習志野市の取組経過 

公
共
施
設
等 

総
合
管
理
計
画 

策
定 
平成28年
３月 



習志野市 11．習志野市の公共施設の現状 
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（㎡）

市庁舎 保育所 幼稚園 こども園 こどもセンター 児童会

小学校 中学校 高等学校 教育施設等 青少年施設 生涯学習施設

公民館 図書館 市民会館 福祉・保健施設 スポーツ施設 勤労会館

消防施設 公園 市営住宅 その他

築29年以下 73,383㎡（23%）

新耐震基準（1982年以降） 81,627㎡（25%）旧耐震基準（1981年以前） 235,025㎡（72%）

築30年～55年 250,989㎡（77%）

新耐震基準（1982年以降） 89,347㎡（28%）



習志野市 12．習志野市の公共施設の更新試算（その１） 
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（億円）

25年間で965億円が必要 

毎年、平均年間38億円が必要 

平成17年～21年の間に公共施設に投資した額 

年間平均 約15億円 

４０％の施設しか更新不可 

試算の条件 ●築60年（鉄筋コンクリート造）で建替えると仮定 
●大規模改修と建替え費用を試算（小規模な倉庫等は除く） 

●延床面積（㎡）×平均単価（円） 
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投資的経費実績平均

（公共施設関連）

15億円

更新必要試算（通期平均）

34.7億円

更新必要試算（前期平均）

21.7億円

更新必要試算（後期平均）

30.8億円 更新必要試算（次期平均）

48.7億円



習志野市 13．習志野市の公共施設の更新試算（その２） 
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市庁舎 12,172 

保育所 11,676 

幼稚園 11,664 

こども園 5,059 

こどもセンター 700 児童会 888 

小学校 105,369 

中学校 60,680 高等学校 17,809 

教育施設等 8,737 

青少年施設 2,377 

生涯学習施設 2,854 

公民館 6,916 

図書館 3,788 

市民会館 875 

福祉・保健施設 15,024 

スポーツ施設 13,620 

勤労会館 2,344 

消防施設 8,940 

公園 2,579 
市営住宅

28,733
8.9% 

その他 1,568 

対象外 0 

延床面積

324,372㎡

市庁舎・消防施設 21,112㎡ 6.5%

子育て支援施設 29,987㎡ 9.2%

生涯学習施設 16,810㎡ 5.2%

教育施設 192,595㎡ 59.4%

スポーツ施設 15,964㎡ 4.9%

教育施設の総面積が 

59.4% 
40％ 

の施設しか更新不可 ＞ 

４０％しか更新できない状況とは・・・ 



習志野市 14．習志野市の人口推計 
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22%

7%

20%

14%

30%

11%

0.9万人
1987年

3.2万人
2011年

4.6万人
2041年

3万人
1987年

2.3万人
2011年

1.7万人
2041年

10.6万人
2011年

9.2万人
2041年

総人口ピーク

17.3万人

13.8万人

16.0万人 15.6万人

9.9万人
1987年



習志野市 15．行政改革の取組（職員数の推移、債務残高の推移） 
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1,506  

1,486  

1,451  

1,435  

1,429  

1,421  
1,417  1,417  

1,432  

1,426  

人 

全職員数の推移 

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

下水道会計地方債 37,145,932 35,983,759 34,800,275 34,008,214 33,432,318 32,815,215 32,217,728 30,787,616 29,846,301 28,842,959

普通会計債務負担行為 14,816,536 13,177,958 11,559,533 10,231,333 8,948,353 8,616,464 7,566,018 7,318,173 5,793,536 5,854,146

通常の地方債 25,122,622 22,934,224 21,161,500 19,627,256 18,282,804 17,713,017 17,799,810 17,416,832 16,954,249 17,042,506

特例債 15,918,232 16,780,017 17,226,053 17,325,126 17,992,908 19,477,689 20,669,462 21,669,341 22,546,221 22,921,780

計 93,003,322 88,875,958 84,747,361 81,191,929 78,656,383 78,622,385 78,253,018 77,191,962 75,140,307 74,661,391

0

10,000,000

20,000,000

30,000,000

40,000,000

50,000,000

60,000,000

70,000,000

80,000,000

90,000,000

100,000,000千円 

債務残高の推移 

全職員数の推移 

ピーク：平成８年４月 1,807人→△約21％ 

ピーク：平成９年度 1,063億円→△約30％ 



習志野市 16．習志野市の扶助費（社会保障費）の推移 
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100億円 

38億円 

10年間で約2.6倍 



習志野市 17．習志野市公共施設再生基本方針（平成24年５月） 

18 

方針１．保有総量の圧縮 
方針２．施設重視から機能優先への転換と 
             多機能化・複合化の推進 

方針３．総量圧縮に向けた優先順位の整理 

方針４．計画的な維持保全による長寿命化 
方針５．環境負荷の低減への対応 
方針６．財源確保への取り組み 

方針７．公共施設の災害対策本部機能及び                     
               避難所機能の強化 
 

 

 



習志野市 18．習志野市公共施設再生計画（平成26年３月）の目的 

19 

公共施設再生計画の目的 

１．時代の変化に対応した公共サービスを継続的に提供すること 

２．人口減少社会の中で持続可能な都市経営を実現すること 

３．将来世代に負担を先送りしないこと 
 

子や孫、ひ孫の世代に至るまで 
負担を先送りせず 

より良い資産を次世代に 
引き継ぐためです。 



習志野市 19．習志野市公共施設再生計画の計画期間 

20 

基本計画（市の総合的な計画）

平成26（2014）年

から
平成31（2019）年

平成32（2020）年
から

平成37（2025）年

平成38（2026）年
から

平成50（2038）年

前期基本計画 後期基本計画

公共施設再生計画

第１期 第２期 第３期

確実に実施 見直しの可能性あり 検討の時期を明確化

計画期間 

天気予報も、計画も、将来に対する「備え」。 

公共施設再生計画は、リスク対応型の計画
マネジメントを実現する計画。 



習志野市 20．習志野市公共施設再生計画の対策「３本柱」 

21 

     対策「３本柱」 
 

       総量圧縮 
      長寿命化 
           財源確保 



習志野市 21．習志野市公共施設再生計画の内容（全市利用施設） 

22 

市内に一つまたは数施設あり、全市民が利用する機能あるいは全市民のために存在する施設。 

全市利用施設は、都市マスタープランの５つの地域区分ごとに、これまでのまちづくりの 
特色に沿って配置していく。 

教育研究

生涯学習健 康
（スポーツ・保健福祉）

自然・文化 行政・危機管理

新習志野駅勢圏

谷津・ＪＲ津田沼
駅勢圏

京成大久保駅勢圏

実籾駅勢圏

全市利用施設 



習志野市 22．習志野市公共施設再生計画の内容（地域利用施設） 

23 

コミュニティごとに配置され、施設が所在する地域の市民が、主に利用する施設。 

小学校を地域の拠点施設とし、施設更新時に、複合化可能な地域利用施設は複合化していく。 

実花

東習志野

実籾・新栄

大久保・泉
・本大久保

本大久保
花咲・屋敷

藤崎

津田沼

鷺沼・鷺沼台

谷津

向山

袖ケ浦東・西

秋津・茜浜

香澄・芝園

谷津小

向山・谷津南小
津田沼小

秋津小
香澄小

袖ケ浦東・西小

藤崎・大久保小

大久保東小

屋敷小

鷺沼小

実籾小

東習志野小

実花小

地域利用施設 



習志野市 23．習志野市公共施設再生計画の内容（個別の施設の例） 
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習志野市 

民間活力・市民協働 

老朽化 

機能はできる限り維持 

活動ができなくなる 

不便になる 

少子高齢化 

マイナスではなくプラスに 

将来のまちづくり 
そのものへと展開 

時代に合った市民サービスの向上 

効果的な財政支出 

24 

24．公共施設再生のイメージ 


